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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

 

整理
番号 

1 事業名 2017 推進計画の作成 部課名 企画財政部政策推進室企画課 

開始年度 H28 終了年度 H28 
対象事業等の

区分 

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基

本的な事項を定める計画の策定又は変更 

 

１ 事業概要 

第 5次総合計画における基本計画に掲げた施策を効果的に実施するため、平成 29年度から平成 31 年度まで

の具体的事業や活動を年次的に示した 2017 推進計画を策定する。 

 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☑審議会等 

 専門的な内容について議論を行う必要があるため。（構成メンバー：学識経験者、公募による市民） 

□市民説明会等 

☑パブリックコメント 

市民へ広く周知し、意見を求めるため。（対象：市民） 

□アンケート調査 

☑その他（市民会議） 

テーマに対して市民がどのような考えを持っているのかを把握する 

 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■審議会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

会議等の

名称 
北広島市総合計画推進委員会 

会議等の

名称 
 

開催時期 平成 28 年 6 月～平成 29年 3 月 開催時期  

開催日 平日 開催時間帯 日中 開催日  開催時間帯  

回数 5 回予定 回数 回 

委員の募

集時期 
H27.5.1 ～ H30.4.30 

募集時期  

公募枠 人 応募者数 人 結果 人 

委員の選

出方法 

公募市民については小論文と面接により選考する 

学識経験者は経験等を考慮し選考する 
委員の選

出方法 
 

委員人数      5 人 委員人数 人 出席率  

委員構成

内訳 

公募市民 1 人  団体代表者  人 

学識経験者 4 人 
委員構成

内訳 

公募市民  人  団体代表  人 

学識経験者  人  その他  人 

会議開催

予定 
☑公開  □非公開 

会議開催

状況 
□公開 □非公開 傍聴人数     人 

開催日等 

周知方法 

□広報 ☑HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 
開催日等 

周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 委員報酬 210 千円   交通費 35 千円 費用内訳 委員報酬      交通費 
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■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 12 月 

意見提出

期間 
 

日数 30 日間 日数   日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

□有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 10 件 提出結果   件   人 

実施にあ

たり工夫

すること 

資料作成にあたっては、新規・拡大等に区分して具体的
にどのような事業に力を入れているのかなどわかりや
すい内容とする。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 29 年 2 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 

 

 

■その他（市民会議）（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

開催時期 10 月 開催時間帯 未定 開催日  開催時間  

開催内容 □市民説明会 ■ワークショップ □市民フォーラム 開催内容 □市民説明会 □ワークショップ □市民フォーラム 

回数  1 回 回数     回 

場所  未定 場所  

参加人数 30 人 参加人数     人 

対象者  18 歳以上の市民 参加内訳  

周知方法 
□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター ■その他（無作為抽出による依頼） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 報償費 170 千円 役務費 134 千円 費用内訳  

 

４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

2 事業名 公共施設等総合管理計画の作成 

部課名 企画財政部政策推進室企画課 
対象事業等の 

区分 

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的な

事項を定める計画の策定又は変更 

１ 事業概要 

概要 

公共施設等の老朽化や少子高齢化が進むなか、必要な公共サービスを持続的に提供し続けられる

よう、新たなニーズや地域の特性にあった公共施設等の適正配置を進めるための公共施設等総合

管理計画を策定する。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☐審議会等 

 

☑市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■市民説明会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

開催時期 平成 28年 5月 開催時間帯 18：00～ 開催日  開催時間  

開催内容 ☑市民説明会 □ワークショップ □市民フォーラム 開催内容 □市民説明会 □ワークショップ □市民フォーラム 

回数 5 回 回数  回 

場所 
団地住民センター、芸術文化ホール、西の里

会館、大曲夢プラザ、農民研修センター 
場所 

 

参加人数 100 人 参加人数  人 

対象者 一般市民 参加内訳  

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（対象者に通知） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 なし 費用内訳  
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■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 4 月 1 日～5 月 2 日 

意見提出

期間 
 

日数 32 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 10 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

市民に分かりやすい表現を工夫する 
意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 28 年 5 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

3 事業名 市民交流広場の整備 

部課名 企画財政部政策推進室企画課 
対象事業等の 

区分 

(8)公共施設の設置に係る計画の策定、変更又は

廃止 

１ 事業概要 

概要 市民交流広場の整備について意見を聴取する 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☑審議会等 

 専門家や市民の代表者の意見聴取を行う必要があるため。 

（構成メンバー：学識経験者、町内会関係者、公募による市民） 

□市民説明会等 

 

□パブリックコメント 

 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■審議会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

会議等の

名称 
市民交流広場市民検討会議 

会議等の

名称 
 

開催時期 平成 28 年 4 月～平成 28年 7 月 開催時期  

開催日 平日 開催時間帯 日中 開催日  開催時間帯  

回数 3 回予定 回数  

委員の募

集時期 
H28.4.1 

募集時期  

公募枠 人 応募者数 人 結果 人 

委員の選

出方法 

市民公募については、広報にて募集。 委員の選

出方法 
 

委員人数      7 人 委員人数 人 出席率 ％ 

委員構成

内訳 

公募市民 2 人  団体代表者 4 人 

学識経験者 1 人 
委員構成

内訳 

公募市民  人  団体代表  人 

学識経験者  人  その他  人 

会議開催

予定 
☑公開  □非公開 

会議開催

状況 
□公開 □非公開 傍聴人数 人 

開催日等 

周知方法 

□広報 ☑HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 
開催日等 

周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 謝礼 105,000 円    費用内訳 委員報酬      交通費 
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４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

 

整理 
番号 

4 事業名 地域公共交通網形成計画の作成 

部課名 企画財政部政策推進室企画課 
対象事業等の 

区分 

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的な

事項を定める計画の策定又は変更 

１ 事業概要 

概要 

公共交通の現状と課題を踏まえ、将来を見据えた持続性のある公共交通のあり方や方向性を明

確にし、本市にとって望ましい公共交通網の形成に向けた計画を策定する。計画の策定主体は、

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づき、市、公共交通利用者（市民）、公共交通事

業者、道路管理者などで構成する協議会となる。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☑審議会等 

 北広島市地域公共交通活性化協議会 

□市民説明会等 

 

□パブリックコメント 

 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■審議会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

会議等の

名称 
北広島市地域公共交通活性化協議会 

会議等の

名称 
 

開催時期 平成 29 年 1 月～3 月 開催時期  

開催日 平日 開催時間帯 日中 開催日  開催時間帯  

回数  3 回予定（内、2 回は専門部会） 回数  回 

委員の募

集時期 
平成 28 年 12 月 

募集時期  

公募枠 人 応募者数 人 結果 人 

委員の選

出方法 

公募市民については、男女比、年齢構成、地域構成、

委員の在期年数及び他の審議会等の委員との兼職

状況等を考慮して選考する。 

委員の選

出方法 
 

委員人数  30 人 委員人数 人 出席率 ％ 

委員構成

内訳 

公募市民   5 人  団体代表者  23 人 

学識経験者  2 人 
委員構成

内訳 

公募市民  人  団体代表  人 

学識経験者  人  その他  人 

会議開催

予定 
☑公開  □非公開 

会議開催

状況 
□公開 □非公開 傍聴人数 人 

開催日等 

周知方法 

□広報 ☑HP ☐担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 
開催日等 

周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 委員報酬 264,000 円 交通費 36,000 円 費用内訳 委員報酬      交通費 
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４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

 

整理 
番号 

5 事業名 平成 29 年度当初予算の作成 

部課名 企画財政部財政課 
対象事業等の 

区分 
(12)当初予算の作成 

１ 事業概要 

概要 
 平成 29 年度の予算作成にあたり、各担当部局からの予算要求段階における新規事業（新たに

取組もうとする事業など）の内容についてパブリックコメントを実施する。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☐審議会等 

 

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

市民へ広く周知し、意見を求めるため（対象：市民） 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 12 月 

意見提出

期間 
 

日数 25 日間 日数  

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料

コーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 ２件 提出結果 件  

実施にあ

たり工夫

すること 

 通常、意見募集期間は 30 日間以上とする
ことになっているが、市民の意見を予算編成
に反映させるため、短縮して実施する。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

□案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 29 年 2 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成  年 月 
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４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

6 事業名 市役所新庁舎多目的室の利用時間、利用料金等を定める条例及び規則の制定 

部課名 総務部 総務課 
対象事業等の 

区分 

(9)公共施設の利用方法について定める条例及び

規則の制定、改正又は廃止 

１ 事業概要 

概要 
市役所新庁舎に設置する多目的室の利用時間、利用料金等を定める。なお、新たな条例等を制定

するか、地区住民センター条例等の改正とするかは、現在検討中。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☐審議会等 

 

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

市民へ広く周知し、意見を求めるため。 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 12 月 1 日～平成 29 年 1 月 4 日 

意見提出

期間 
 

日数 35 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 5 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

資料作成にあたっては、利用料金の積算根拠

などをわかりやすく記載した内容とする。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期  

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

 

 

 

 

 



（評価調書） 
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４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 

 



（評価調書） 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

7 事業名 地域防災計画と水防計画の見直し 

部課名 総務部防災・庁舎建設課 
対象事業等の 

区分 

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的な

事項を定める計画の策定又は変更 

１ 事業概要 

概要 
北海道の想定地震の見直しによる本市の地震被害想定の変更及び北海道開発局による避難勧告等

の判断基準となる河川の設定水位の変更等を踏まえ、地域防災計画及び水防計画の見直しを行う。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☑審議会等 

 地域防災計画の修正は、災害対策基本法第 42 条により北広島市防災会議が行う。（構成メンバー：北広島

市防災会議条例第 3 条第 5 項に規定するもの（指定行政機関、自衛隊、北海道、北海道警察、指定公共機関、

指定地方公共機関等）） 

 

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

市民へ広く周知し、意見を求めるため。（市民） 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■審議会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

会議等の

名称 
北広島市防災会議 

会議等の

名称 
 

開催時期 平成 28 年 8 月頃 開催時期  

開催日 平日 開催時間帯 日中 開催日  開催時間帯  

回数  １回 回数  回 

委員の募

集時期 
公募市民なし 

募集時期  

公募枠 人 応募者数 人 結果 人 

委員の選

出方法 
北広島市防災会議条例による 

委員の選

出方法 
 

委員人数 27 人 委員人数 人 出席率 ％ 

委員構成

内訳 

公募市民   人  団体代表者 27 人 

学識経験者  人 
委員構成

内訳 

公募市民  人  団体代表  人 

学識経験者  人  その他  人 

会議開催

予定 
☑公開  □非公開 

会議開催

状況 
□公開 □非公開 傍聴人数 人 

開催日等 

周知方法 

□広報 ☑HP ☐担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 
開催日等 

周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 委員報酬 60 千円 交通費 16 千円 費用内訳 委員報酬      交通費 



（評価調書） 
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■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 7 月頃 

意見提出

期間 
 

日数 30 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数  10 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

特になし 
意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成28年8月頃 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 



（評価調書） 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

8 事業名 第 10 次北広島市交通安全計画の作成 

部課名 市民環境部市民課 
対象事業等の 

区分 

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的な

事項を定める計画の策定又は変更 

１ 事業概要 

概要 

 車社会の急速な進展に伴い、昭和 20 年代後半から 40 年代半ばにかけて全国的に交通事故の死傷者

数が著しく増加したことから、交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、昭和 45 年 6 月

に制定された「交通安全対策基本法」に基づき、昭和 46 年以降、9 次にわたり交通安全計画を作成

し、関係機関、交通安全関係団体等と連携を図りながら交通安全対策を実施してきました。 

 交通事故の防止は、国、道、市町村、関係団体だけでなく、市民一人ひとりが取り組まなければな

らない重要な課題であり、交通事故のない社会に向けては、交通安全対策全般にわたる総合的かつ長

期的な施策を定め、これに基づき諸施策を進めていく必要があります。 

 第 10 次交通安全計画は、第 9 次交通安全計画が平成 27 年度をもって計画期間が終了することに伴

い、平成 28 年度から平成 32 年度までの 5 年間に講ずべき交通安全に関する施策を定めるものです。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☑審議会等 

 交通安全に関する関係機関・団体や自治会、学校など各分野から専門的見地からの意見を求める必要がある

ため。 

□市民説明会等 

☑パブリックコメント 

 市民へ広く周知し、意見を求めるため。（対象：市民） 

□アンケート調査 

□その他（懇話会） 

  

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■審議会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

会議等の

名称 
北広島市交通安全計画策定懇話会 

会議等の

名称 
 

開催時期 平成 28 年 10 月～平成 28 年 11 月 開催時期  

開催日 平日 開催時間帯 日中 開催日  開催時間帯  

回数  3 回 回数  回 

委員の募

集時期 
 一般公募予定なし 

募集時期  

公募枠 人 応募者数 人 結果 人 

委員の選

出方法 

道路管理者、警察関係者をはじめ、自治会、各地域の交通

安全関係団体、幼稚園、小中学校、老人クラブなどの代表

者で組織する。 

委員の選

出方法 
 

委員人数  15 人 委員人数 人 出席率 ％ 

委員構成

内訳 

道路管理者 3 人  警察関係者 1 人 

関係団体代表者 11 人 
委員構成

内訳 

公募市民  人  団体代表  人 

学識経験者  人  その他  人 

会議開催

予定 
☑公開  □非公開 

会議開催

状況 
□公開 □非公開 傍聴人数 人 

開催日等 

周知方法 

□広報 ☑HP ☑担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 
開催日等 

周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 委員報酬 150,000 円 交通費 24,000 円 費用内訳 委員報酬      交通費 



（評価調書） 
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■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 29 年 1 月 4 日～平成 29 年 2 月 2 日 

意見提出

期間 
 

日数 30 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 5 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

広報や HP などを活用し広く周知することで、意見を出し

やすい環境づくりに努める。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 29 年 2 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 



（評価調書） 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

9 事業名 事業系一般廃棄物・産業廃棄物処理手数料の改定 

部課名 市民環境部環境課 
対象事業等の 

区分 

(6)分担金、使用料及び手数料の徴収について定

める条例の制定、改正又は廃止 

１ 事業概要 

概要 

事業系一般廃棄物、最終処分場で一部受け入れをしている産業廃棄物は、平成１４年度以来、処

理手数料の見直しをしていない。 

廃棄物処理経費の収支が悪化しており、家庭系一般廃棄物を平成２０年度に有料化していること

から、受益者負担の均衡も崩れている。 

平成２７年度に開催したクリーン北広島推進審議会の答申において、値上げを前提とした見直し

をすることとされたことから、条例を改正し、手数料を値上げするものである。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☐審議会等 

 

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成２８年７月１日～７月３１日 

意見提出

期間 
 

日数 ３１日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 １０件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

 
意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成２８年９月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

 

 

 



（評価調書） 
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４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 



（評価調書） 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

10 事業名 食育推進計画（第 2 次）の作成 

部課名 健康推進課 
対象事業等の 

区分 

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的な

事項を定める計画の策定又は変更 

１ 事業概要 

概要 
現食育推進計画が平成 28 年度に計画期間終了となることに伴い、平成 29 年度を初年度とする食

育推進計画（第 2 次）を策定するものです。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☑審議会等 

食に関係する内容について議論する必要があるため。（構成メンバー：商工会関係者、農業協同組合関係者、

消費者団体、幼稚園関係者、ＰＴＡ関係者、学校関係者、栄養関係者、公募による市民） 

 

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

市民に広く周知し、意見を求めるため。（対象：市民） 

☑アンケート調査 

市民の食に対する意識を調査するため。（対象：市民） 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■審議会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

会議等の

名称 
北広島市食育推進懇談会 

会議等の

名称 
 

開催時期 平成 28 年 7 月～平成 29年 3 月 開催時期  

開催日 平日 開催時間帯 夕方～夜間 開催日  開催時間帯  

回数  5 回 回数  回 

委員の募

集時期 
平成 28 年 4 月頃 

募集時期  

公募枠 人 応募者数 人 結果 人 

委員の選

出方法 

公募市民については、男女比、年齢構成、地域構成、

委員の在籍年数及び他の審議会等の委員との兼職

状況等を考慮して選考する。関係者や団体代表者等

については、団体等の事業内容等を考慮して選出す

る。 

委員の選

出方法 
 

委員人数  10 人 委員人数 人 出席率 ％ 

委員構成

内訳 

公募市民  ２人  団体代表者 ８人 

学識経験者 ０人 
委員構成

内訳 

公募市民  人  団体代表  人 

学識経験者  人  その他  人 

会議開催

予定 
☑公開  □非公開 

会議開催

状況 
□公開 □非公開 傍聴人数 人 

開催日等 

周知方法 

☑広報 ☑HP ☐担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 
開催日等 

周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 委員報酬 250,000 円 交通費 50,000 円 費用内訳 委員報酬      交通費 



（評価調書） 
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■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 12 月頃 

意見提出

期間 
 

日数 30 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数  5 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

概要版を作成し、市民にわかりやすい資料作

りに努める。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 29 年 1 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

■アンケート調査 

予 定 結 果 

調査方法 調査票郵送配布、郵送回収 調査方法  

実施時期 平成 28 年７月頃 実施時期 平成 年 月 日～平成 年 月 日 

実施回数 １回 実施回数   回 

対象者 市民 対象者  

配布数 1,000 件 配布数   件 

回収数 500 件（回収率 50％） 回収数   件（回収率  ％） 

予算内訳 役務費（郵便料）173,000 円 費用内訳  

 

４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 

 



（評価調書） 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

11 事業名 東の里遊水地利活用基本計画の作成 

部課名 建設部庶務課 
対象事業等の 

区分 

(8)公共施設の設置に係る計画の策定、変更又は

廃止 

１ 事業概要 

概要 
平成 23 年３月に策定した北広島市東の里地区遊水地利活用計画で示された利活用区分（ゾーニ

ング）を具体化し、利活用の基本計画を策定する。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☐審議会等 

 

□市民説明会等 

 

□パブリックコメント 

 

■アンケート調査 

 市民意向を確認するため 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■アンケート調査 

予 定 結 果 

調査方法 無作為に抽出し郵送 調査方法  

実施時期 ７月頃 実施時期 平成 年 月 日～平成 年 月 日 

実施回数 １ 回 実施回数   回 

対象者 市民 対象者  

配布数 １０００通 配布数   件 

回収数  ５００ 件（回収率 ５０ ％） 回収数   件（回収率  ％） 

予算内訳 郵送 118 円×1000 通、返信 97 円×500 通 費用内訳  

 

 

 

 

 

 

 

 



（評価調書） 
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４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 

 



（評価調書） 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

12 事業名 
建築物エネルギー消費性能向上計画及びエネルギー消費性能の認定申請手数料

徴収条例の制定 

部課名 建設部建築課 
対象事業等の 

区分 

(6)分担金、使用料及び手数料の徴収について定

める条例の制定、改正又は廃止 

１ 事業概要 

概

要 

この度、「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27 年 7 月 8 日）」が公布され、建築

物のエネルギー消費性能向上計画の認定（平成 28 年 4 月 1 日施行）及び建築物のエネルギー消費性能に

係る認定（平成 28 年 4 月 1 日施行）制度が実施されることに伴い、認定事務を合理的かつ効率的に行う

ため、手数料条例の制定等の手続きが必要となったことから、審査、認定作業に要する所定の手数料を徴

収するために手数料徴収条例を制定するものです。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☐審議会等 

□市民説明会等 

☑パブリックコメント 

認定事務を行うための手数料徴収について、市民へ広く周知し、意見を求めるため。 

 

□アンケート調査 

□その他（      ） 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 7 月 1 日～平成 28 年 7 月 31 日 

意見提出

期間 
 

日数 31 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数  ３件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

パブリックコメントの実施を広報するなど、

意見を出しやすい環境づくりに努める。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 28 年 8 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

 

 

 

 



（評価調書） 
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４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 

 



（評価調書） 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

13 事業名 長期優良住宅建築等計画認定申請手数料徴収条例の一部改正 

部課名 建設部建築課 
対象事業等の 

区分 

(6)分担金、使用料及び手数料の徴収について定

める条例の制定、改正又は廃止 

１ 事業概要 

概

要 

長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅である「長期優良住宅」につい

て、その建築及び維持保全に関する計画（「長期優良住宅建築等計画」といいます。）を認定する制度の創

設を柱とする「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」が平成 20 年 12 月に公布され、平成 21 年 6 月

4 日に施行されました。 

この度、「長期優良住宅法の普及の促進に関する法律施行規則の一部を改正する省令（平成 28 年 2 月 4

日国土交通省令第 6 号）」の改正（平成 28 年 4 月 1 日施行）及び「長期使用構造等とするための措置及

び維持保全の方法の基準の一部を改正する告示」（平成 28 年 2 月 8 日国土交通省告示第 293 号）」の改正

（平成 28 年 4 月 1 日施行）に基づき、長期優良住宅（増改築）の認定制度が可能となり、認定事務を合

理的かつ効率的に行うため、手数料条例の改正等の手続きが必要となったことから、審査、認定作業に要

する所定の手数料を徴収するために手数料徴収条例を改正するものです。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☐審議会等 

□市民説明会等 

☑パブリックコメント 

認定事務を行うための手数料徴収について、市民へ広く周知し、意見を求めるため。 

 

□アンケート調査 

□その他（      ） 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 7 月 1 日～平成 28 年 7 月 31 日 

意見提出

期間 
 

日数 31 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数  ３件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

パブリックコメントの実施を広報するなど、

意見を出しやすい環境づくりに努める。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 28 年 8 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

 



（評価調書） 
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４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 

 



（評価調書） 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

14 事業名 商工業振興基本計画の見直し 

部課名 経済部商業労働課 
対象事業等の 

区分 

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的な

事項を定める計画の策定又は変更 

１ 事業概要 

概要 

平成 23 年に北広島市商工業振興基本計画が策定され 5 年が経過し、商工業を取り巻く環境にも

変化が生じてきました。10 年間の計画期間設定の中で、必要に応じ中間年で見直すこととなって

いることから、北広島市商工業振興基本条例第 11 条第 2 項第 1 号により、北広島市商工業振興

審議会を開催し、基本計画の見直しについて諮問を行います。 

基本計画の見直しに係る審議会の答申を受け、基本計画の見直し案を作成した後にパブリックコ

メントを実施し、最終的な計画見直しを行います。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☑審議会等 

商工業の振興に関する専門的な内容について議論する必要があり、条例に規定されているため。 

（構成メンバー：学識経験者、団体代表者、公募市民） 

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

市民に広く周知し意見を求めるため（対象：市民） 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■審議会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

会議等の

名称 
北広島市商工業振興審議会 

会議等の

名称 
 

開催時期 平成 28 年 4 月、5 月 開催時期  

開催日 平日 開催時間帯 夜間 開催日  開催時間帯  

回数  2 回 回数  回 

委員の募

集時期 

平成 27 年度募集済み 

（任期：H28.1.28～H30.1.27） 

募集時期  

公募枠 人 応募者数 人 結果 人 

委員の選

出方法 

公募市民については、男女比、年齢構成、地

域構成委員の在期年数及び他の審議会の委

員との兼職状況等を考慮して選考する。 

委員の選

出方法 
 

委員人数  ６人 委員人数 人 出席率 ％ 

委員構成

内訳 

公募市民  1 人  団体代表者 4 人 

学識経験者 1 人 
委員構成

内訳 

公募市民  人  団体代表  人 

学識経験者  人  その他  人 

会議開催

予定 
☑公開  □非公開 

会議開催

状況 
□公開 □非公開 傍聴人数 人 

開催日等 

周知方法 

□広報 ☑HP ☐担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 
開催日等 

周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 委員報酬 72,000 円 交通費 3,848 円 費用内訳 委員報酬      交通費 



（評価調書） 
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■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 6 月中旬～7 月中旬 

意見提出

期間 
 

日数 30 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 15 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

広報、HP 等により周知をはかり、意見を出

しやすい環境づくりに努める。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 28 年 7 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 



（評価調書） 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

15 事業名 消費生活センター条例の制定 

部課名 経済部商業労働課 
対象事業等の 

区分 

(2)市政に関する基本的な方針を定める条例の制

定、改正又は廃止 

１ 事業概要 

概要 

北広島市では消費者安全法第 10 条及び北広島市消費生活相談員設置規定に基づき「北広島市消

費生活相談室」を設置、運営しています。この度、平成 26 年 6 月に消費者安全法の改正（平成

28 年 4 月 1 日施行）により自治体が消費生活相談等の事務を行うために消費生活相談センターを

設置する場合にはその組織・運営に関する事項等について条例で定めることが義務付けられてい

ます。 

 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

□審議会等 

 

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

市民に広く周知し意見を求めるため（対象：市民） 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 4 月 15 日～5 月 16 日 

意見提出

期間 
 

日数 30 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 15 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

広報、HP 等により周知をはかり、意見を出

しやすい環境づくりに努める。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 28 年 7 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

 

 

 



（評価調書） 
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４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 

 



（評価調書） 

31 

 

平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

16 事業名 下水道事業財政計画の作成 

部課名 水道部下水道課 
対象事業等の 

区分 

(1)市の基本構想、基本計画その他市の基本的な

事項を定める計画の策定又は変更 

１ 事業概要 

概要 

下水道事業は、下水道使用料と市の一般会計からの繰入金などによる適正な費用負担によって経

営が維持されています。このため、将来予測を行ったうえ計画的に事業を進める必要があること

から平成 29～30 年度の下水道事業経営の基本的計画となる財政計画を策定するものです。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☑審議会等 

 下水道財政について専門的内容を審議するため（構成メンバー：学識経験者等） 

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

 市民へ広く周知し、意見を求めるため。（対象：市民） 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■審議会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

会議等の

名称 
北広島市下水道事業審議会 

会議等の

名称 
 

開催時期 平成 28 年 11 月～平成 29 年 1 月 開催時期  

開催日 平日 開催時間帯 日中 開催日  開催時間帯  

回数  ６回 回数  回 

委員の募

集時期 
平成 28 年 8 月～9 月 

募集時期  

公募枠 人 応募者数 人 結果 人 

委員の選

出方法 

公募市民については、男女比、年齢、地域、在任期間など

を考慮して選考する。 

委員の選

出方法 
 

委員人数  10 人 委員人数 人 出席率 ％ 

委員構成

内訳 

公募市民  5 人  団体代表者  人 

学識経験者 4 人 
委員構成

内訳 

公募市民  人  団体代表  人 

学識経験者  人  その他  人 

会議開催

予定 
☑公開  □非公開 

会議開催

状況 
□公開 □非公開 傍聴人数 人 

開催日等 

周知方法 

□広報 ☑HP ☐担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 
開催日等 

周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 委員報酬 360,000 円 交通費 47,562 円 費用内訳 委員報酬      交通費 
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■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 29 年 1 月 

意見提出

期間 
 

日数 30 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☐出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 10 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

 
意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 29 年 2 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

整理 
番号 

17 事業名 下水道条例の一部改正 

部課名 水道部下水道課 
対象事業等の 

区分 

(3)市民に義務を課し、又は市民の権利を制限す

る条例の制定、改正又は廃止 

１ 事業概要 

概要 

生ごみを破砕し下水道に流化させる装置であるディスポーザーの設置可否などについては、各

下水道事業の判断に委ねられていますが、北広島市ではこれまで定めがないことからその取扱い

について下水道条例に規定しようとするものです。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

□審議会等 

  

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

 市民へ広く周知し、意見を求めるため。（対象：市民） 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 7 月 

意見提出

期間 
 

日数 30 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☐出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 10 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

 
意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 29 年 10 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

 

 

 

 

 

 

 



（評価調書） 

34 

 

 

４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 
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平成 28 年度 市民参加実施予定・実施状況評価調書 

 

整理 
番号 

18 事業名 学校給食費の公会計化について 

部課名 学校給食センター 
対象事業等の 

区分 

(7)市民生活に重大な影響を及ぼすと市の機関が

認める制度の導入、変更又は廃止 

１ 事業概要 

概要 

学校給食費の予算及び決算処理に関する透明性を図り、保護者負担の公平性を確保するととも

に利便性を向上し、教職員の給食費収納に関する事務負担の軽減を図るため、現在、私会計で運

営している学校給食費を公会計に移行する。 

２ 市民参加を実施する目的（実施する市民参加方法に☑をしてください。） 

☑審議会等 

学校給食の運営に関する重要な事項について審議を求めるため。 

□市民説明会等 

 

☑パブリックコメント 

市民へ広く周知し、意見を求めるため。（対象：市民） 

□アンケート調査 

 

□その他（      ） 

 

３ 事業に対し実施する市民参加方法 

■審議会等（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

会議等の

名称 

小学校給食運営委員会 

中学校給食運営委員会 

会議等の

名称  

開催時期 5 月～ 開催時期  

開催日  開催時間帯 18 時から 開催日  開催時間帯  

回数  合同で 1 回 回数  回 

委員の募

集時期 
－ 

募集時期  

公募枠 人 応募者数 人 結果 人 

委員の選

出方法 
各校及びＰＴＡからの推薦等 

委員の選

出方法 
 

委員人数  各 13 人 委員人数 人 出席率 ％ 

委員構成

内訳 

各 公募市民  人  団体代表者 ６人（保護者） 

学識経験者７人（教職員５人、学校医１人、市職員１人） 
委員構成

内訳 

公募市民  人  団体代表  人 

学識経験者  人  その他  人 

会議開催

予定 
☑公開  □非公開 

会議開催

状況 
□公開 □非公開 傍聴人数 人 

開催日等 

周知方法 

□広報 ☑HP ☐担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 
開催日等 

周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関窓口 

□ポスター □その他（   ） 

予算内訳 委員報酬 792,000 円 交通費 80,000 円 費用内訳 委員報酬      交通費 
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■パブリックコメント（該当箇所に☑をしてください。） 

予 定 結 果 

意見提出

時期 
平成 28 年 6 月 15 日から 

意見提出

期間 
 

日数 30 日間 日数 日間 

周知方法 
☑広報 ☑HP ☑担当課窓口 ☑出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（      ） 
周知方法 

□広報 □HP □担当課窓口 □出先機関等行政資料コ

ーナー □ポスター □その他（   ） 

説明会 

場所 

☐有 ☑無 時期  説明会 

場所 

□有 □無 時期  

  

想定件数 10 件 提出結果 件、 人 

実施にあ

たり工夫

すること 

対象者に対し、パブリックコメントの実施を

通知するなど、意見を出しやすい環境づくり

に努める。 

意見の取

り扱い 

○意見を反映し、案を修正した 

○案は修正しなかった 

○その他（感想、案件以外への意見等） 

結果の公

表 
☑有 □無 時期 平成 28 年 8 月 

結果の公

表 
□有 □無 時期 平成 年 月 

 

４ 事業実施前の市民参加推進会議の評価、意見を受けての担当課での対応 

【市民参加推進会議】                   【担当課】 

【評価の視点】 

○市民参加の方法、組み合わせ、実施時期 

○市民参加の目的と目標値 

○参加しやすい工夫 

○市民意見の取り扱い 

○その他（特記事項） 

 

 

 

 

【評価を受けての対応】 

 

 


